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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　２つの骨の表面間の関節内で使用される外科用インプラントであって、
　２つの対向するリジッドな外殻部材であって、
　　前記関節の骨の表面と接触する外面であって、骨の表面に対するこの外殻部材の相対
的な動きを、前記外面と前記骨の表面との間の摩擦によって規制するものである前記外面
と、
　　前記外面よりも平滑な内面と、
　　前記外面及び内面の間の縁部と
　を有するものである前記外殻部材と、
　前記対向する２つの外殻部材の内面の間に配置された変形可能かつ弾力性を有する中心
部材であって、外面を有し、少なくともその一部が前記対向するリジッドな外殻部材の一
方又は両方の内面の形状を捕捉する形状でかつその内面に接続され、前記対向するリジッ
ドな外殻部材の内面と前記中心部材の外面とが制約された運動範囲内において相対的に容
易に動けるようにし、制約された運動範囲外ではそのような動きを規制するように構成さ
れている前記中心部材と
　柔軟性の外覆部材であって、前記対向する２つの外殻部材の縁部の間に延長され、前記
リジッドな外殻部材の内面と共に前記中心部材を含む空洞を定義する内面を有するもので
ある前記外覆部材と、
　少なくとも前記空洞の一部に満たされた潤滑液と
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　を含み、
　少なくとも一方の前記外殻部材の縁部が、前記外覆部材に覆われ、その外覆部材をその
外殻部材に固定する保持輪を受け入れるようになっている円周状の溝部を有するものであ
る
　外科用インプラント。
【請求項２】
　少なくとも一方の対向するリジッドな外殻部材の内面がその内面上に配置された運動制
限装置を有することを特徴とする請求項１記載の外科用インプラント。
【請求項３】
　前記運動制限装置が内面上に形成されたビード又は隆起部を含むことを特徴とする請求
項２記載の外科用インプラント。
【請求項４】
　前記ビード又は隆起部が前記外殻部材の縁部に位置し、中心部材に向かって延長するこ
とを特徴とする請求項３記載の外科用インプラント。
【請求項５】
　中心部材の表面が、その表面上に配置された運動制限装置を有し、インプラントが許容
運動範囲の端部に達したときに前記中心部材表面上の運動制限装置が外殻部材の運動制限
装置に接触すること特徴とする請求項２記載の外科用インプラント。
【請求項６】
　前記中心部材上の運動制限装置が前記中心部材の外面に接触する外殻部材の内面領域を
とり囲む隆起部を有することを特徴とする請求項５記載の外科用インプラント。
【請求項７】
　前記運動制限装置が変形可能かつ弾力性を有する中心部材に向けて延長する支柱部を有
し、その中心部材の外面がまたその支柱部を受け入れるようになっている開口を少なくと
も１つ有することを特徴とする請求項２記載の外科用インプラント。
【請求項８】
　少なくとも一つの対向するリジッドな外殻部材の縁部が軸方向に前記中心部材から離れ
るように延長するつまみ部を有することを特徴とする請求項１記載の外科用インプラント
。
【請求項９】
　前記つまみ部がインプラントを操作、挿入又は除去するための器具を取り外し可能に受
け入れるようになっていることを特徴とする請求項８記載の外科用インプラント。
【請求項１０】
　両方の対向するリジッドな外殻部材の縁部がつまみ部を有することを特徴とする請求項
９記載の外科用インプラント。
【請求項１１】
　それぞれの対向するリジッドな外殻部材の外面が生体適合性多孔性被覆層によって被覆
されることを特徴とする請求項１記載の外科用インプラント。
【請求項１２】
　前記多孔性被覆層が生体適合性金属又は金属合金の非球形焼結ビードを含むことを特徴
とする請求項１１記載の外科用インプラント。
【請求項１３】
　前記リジッドな外殻部材がチタニウム合金を含み、前記多孔性被覆層が非球形焼結チタ
ニウムビードを含むことを特徴とする請求項１２記載の外科用インプラント。
【請求項１４】
　少なくとも一方の前記対向するリジッドな外殻部材が更にその外面と内面の間に閉口可
能な通路を有することを特徴とする請求項１記載の外科用インプラント。
【請求項１５】
　前記閉口可能な通路が対応した大きさの栓部材を挿入することによって閉口可能な穴部
を有することを特徴とする請求項１４記載の外科用インプラント。



(3) JP 4617408 B2 2011.1.26

10

20

30

40

50

【請求項１６】
　前記対向するリジッドな外殻部材の外面と内面の間の縁部が保持輪を受け入れるように
なっている円周状の溝部を有することを特徴とする請求項１記載の外科用インプラント。
【請求項１７】
　前記外覆部材が円周状の溝部を覆い、前記保持輪によって対向するリジッドな外殻部材
の縁部に対向して保持されることを特徴とする請求項１６記載の外科用インプラント。
【請求項１８】
　インプラントが脊椎内部人工器官であることを特徴とする請求項７記載の外科用インプ
ラント。
【請求項１９】
　脊椎内部人工器官であって、
　上部及び下部の対向するリジッドな生体適合性外殻部材であって、
　　外側の粗面と、
　　内側の平滑凹面と、
　　両面間の縁部と
　を有し、少なくとも片側の外殻部材の内側の平滑面が運動制限装置を有することを特徴
とする前記上部及び下部の対向するリジッドな生体適合性外殻部材と、
　前記上下の外殻部材の内側の平滑凹面間に配置された変形可能かつ弾力性を有する中心
部材であって、
　　前記上部外殻部材の内側の平滑凹面に隣接する上部平滑凸面と前記下部外殻部材の内
側の平滑凹面に隣接する下部平滑凸面と、
　　前記運動制限装置に接触して前記中心部材に対する前記外殻部材の相対運動を制限す
るようになっている前記上部及び下部平滑凸面の内少なくとも一方の平滑凸面上に配置さ
れた運動制限装置と
　を有する前記変形可能かつ弾力性を有する中心部材と、
　前記上下の外殻部材の間で前記中心部材の外側に配置された柔軟性の外覆部材であって
、内面と、外面と、前記上部外殻部材に取り付けられた上縁部と、前記下部外殻部材に取
り付けられた下縁部とを有し、その外覆部材の内面と前記外殻部材の内面とに囲まれた空
洞を定義することを特徴とする前記柔軟性の外覆部材と、
　前記囲まれた空洞内に満たされた潤滑剤と
　を含み、
　少なくとも一方の前記外殻部材の縁部が、前記外覆部材に覆われ、その外覆部材をその
外殻部材に固定する保持輪を受け入れるようになっている円周状の溝部を有するものであ
る
　脊椎内部人工器官。
【請求項２０】
　前記外殻部材上の運動制限装置がその外殻部材の内面上に配置された第一の隆起部を有
し、前記中心部材上の運動制限装置がその中心部材の表面上に配置された肩部を有するこ
とを特徴とする請求項１９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項２１】
　前記第一の隆起部が少なくとも前記外殻部材の縁部の一部の前記中心部材へ向かう軸方
向延長を有し、かつその中心部材の平滑凸面に接触できる前記内面領域の周囲を囲むこと
を特徴とする請求項２０記載の脊椎内部人工器官。
【請求項２２】
　前記肩部が前記中心部材の凸面の周囲を囲むことを特徴とする請求項２０記載の脊椎内
部人工器官。
【請求項２３】
　前記外殻部材の外面が凸面であることを特徴とする請求項１９記載の脊椎内部人工器官
。
【請求項２４】
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　前記外殻部材の外面が多孔性生体適合性被覆層であることを特徴とする請求項１９記載
の脊椎内部人工器官。
【請求項２５】
　前記多孔性生体適合性被覆層が生体適合性金属の非球形焼結ビードを含むことを特徴と
する請求項２４記載の脊椎内部人工器官。
【請求項２６】
　前記円周状の溝部に配置され、前記外覆部材の縁部を溝部内に押し付ける保持輪を更に
有する請求項１９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項２７】
　前記保持輪が輪形に形成された生体適合物質のワイヤ又はフィラメントを有することを
特徴とする請求項２６記載の脊椎内部人工器官。
【請求項２８】
　前記輪の端部がレーザー溶接されていることを特徴とする請求項２７記載の脊椎内部人
工器官。
【請求項２９】
　少なくとも一方の外殻部材の縁部が中心部材から軸方向に離れて延長するつまみ部を有
することを特徴とする請求項１９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３０】
　前記つまみ部が内部人工器官を操作又は挿入する器具を取り外し自在に係合するように
なっていることを特徴とする請求項２９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３１】
　前記つまみ部が取り外し自在に器具の保持フォークを受け入れるための開口を有するこ
とを特徴とする請求項３０記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３２】
　少なくとも一方の外殻部材の内面が前記中心部材に向かって延長する支柱部を有し、そ
の中心部材の外面がその支柱部を受け入れるようになっている開口を少なくとも１つ有す
ることを特徴とする請求項１９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３３】
　少なくとも一方の外殻部材が更にその外面と内面の間に閉口可能な通路を有することを
特徴とする請求項１９記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３４】
　前記閉口可能な通路が対応する大きさの栓部材を挿入することによって閉口可能な穴部
を有することを特徴とする請求項３３記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３５】
　前記穴部と栓部材が相補的なねじ山で結合することを特徴とする請求項３４記載の脊椎
内部人工器官。
【請求項３６】
　脊椎内部人工器官であって、
　上部及び下部の対向するリジッドな生体適合性凹凸外殻部材であって、
　　生体適合性物質の多孔性被覆層を有する外側の粗凸面と、
　　内側の凹面であって、
　　　平滑な接触領域と、
　　　対向する外殻部材に向けて延長する軸方向支柱部と
　　を有する前記内側の凹面と、
　　前記両面の間の縁部であって、
　　　保持輪を受け入れるようになっている円周状の溝部と、
　　　前記内側の凹面の接触領域の回りを囲み、対向する外殻部材に向けて軸方向に延長
する第一の隆起部と、
　　　対向する外殻部材から離れて軸方向に延長し、前記内部人工器官を操作、挿入又は
除去するための器具を取り外し可能に係合するようになっている開口を含むつまみ部と、
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　　　前記外殻部材の外面と内面との間の閉口可能な通路と
　　を有する前記両面の間の縁部と
　を有する前記上部及び下部の対向するリジッドな生体適合性凹凸外殻部材と、
　前記上下外殻部材の内部の平滑凹面の間に配置された変形可能かつ弾力性を有する中心
部材であって、
　　前記上下外殻部材それぞれの内面の平滑な接触領域に捕捉的に隣接する平滑な上下凸
面と、
　　上下の平滑凸面のそれぞれの回りを囲む肩部であって、前記隣接する外殻部材の第一
の隆起部に接触して前記中心部材に関するその外殻部材の相対運動を制限するようになっ
ている肩部と、
　　前記上部凹凸外殻部材の第一の隆起部と下部凹凸外殻部材の第一の隆起部の間に配置
された側方に延長する赤道隆起部と、
　　それぞれの外殻部材の内面の軸状支柱部を受け入れるようになっている前記上下の凸
状接触面における開口と
　を有する変形可能かつ弾力性を有する中心部材と、
　前記上下外殻部材の間で中心部材の外側に配置された弾性の外覆部材であって、内面と
、外面と、前記上部外殻部材に取り付けられた上縁部と、下部外殻部材に取り付けられた
下縁部とを有し、前記外覆部材の内面と前記外殻部材の内面が囲まれた空洞を定義するこ
とを特徴とする弾性外覆部材と、
　前記空洞部に満たされた潤滑剤と、
　前記上部凹凸外殻部材内の円周状の溝部内に配置されて前記弾性外覆部材の上縁部をそ
の外殻部材に固定する生体適合性物質の上部保持輪と、下部の凹凸外殻部材の周囲の溝部
内に配置されて前記外覆部材の下縁部をその外殻部材に固定する生体適応性物質の下部保
持輪と
　を含む脊椎内部人工器官。
【請求項３７】
　少なくとも一方の凹凸外殻部材の外面と内面の間の閉口可能な通路内に配置された生体
適合性物質の栓部材を
　さらに有する請求項３６記載の脊椎内部人工器官。
【請求項３８】
　栓部材がそれぞれの凹凸外殻部材の閉口可能な通路内に配置されることを特徴とする請
求項３６記載の脊椎内部人工器官。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
この発明は移植の部位にジアースロイダル様の人工関節を形成することによってジアース
ロイダル関節又はアースロイダル関節の置換に好適な移植型人工関節に係る。
【０００２】
特定の実施例において、この発明は少なくとも椎間板物質の一部の代替物として働く移植
型人工関節、つまり、ヒトを含む脊椎動物における移植に好適な脊椎円板の内部人工器官
に係る。
【０００３】
【従来の技術】
人体における股関節、膝関節、肩関節等の関節の多くはジアースロイダルであり、つまり
、流体が満たされた関節嚢を含む関節である。嚢の流体が関節を潤滑にし、よって関節の
表面が低い摩擦係数で動くことができる。脊椎は、対照的に、一連の関節とみなすことが
でき、その内のいくつか（前関節又は円板）は流体を含む嚢を欠き、よってアースロイダ
ルである（脊椎はジアースロイダルな小関節も含む）。椎間板の内部には身体から有意な
血液供給がなく、その恒常性はそれによって栄養素が供給される流体の円板組織への拡散
によって強化されている。これによって、組織はある程度成長し、関節の運動によるスト
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レスによる障害を修復することができる。この過程にもかかわらず、成人においては、時
の経過と共に椎間板組織が退化し続ける。退化が進むと脊椎円板のヘルニアや破裂がおこ
ることもある。
【０００４】
　脊椎円板のヘルニアは、難治な痛み、衰弱、感覚麻痺等のいくつかの身体を衰弱させる
病状の原因となることがある。これらの症状の治療には、椎間板切除と呼ばれる方法で少
なくともヘルニア円板の一部を手術で除去することが必要となることが多い。椎間板切除
のみでは円板切除のレベルでの進行性退化を停止できないことが多く、多くの場合円板空
間幹部の周りの椎体を融合（関節固定）する目的で椎間板切除とあわせて追加的な手続き
ををとる。これは、椎体の表面を削り取ることによって軟骨性終板を除去し、移植骨を一
片挿入することによって行われる。この移植骨は骨銀行からの同種移植か、典型的に患者
の腸骨稜からの自己移植か、又は他の好適な物質であるかもしれない。
　この出願の発明に関連する先行技術文献情報としては、以下のものがある（国際出願日
以降国際段階で引用された文献及び他国に国内移行した際に引用された文献を含む）。
【特許文献１】
米国特許第２６７７３６９号明細書
【特許文献２】
米国特許第３４８６５０５号明細書
【特許文献３】
米国特許第３６７５５９５号明細書
【特許文献４】
米国特許第３８７６７２８号明細書
【特許文献５】
米国特許第４０２３５７２号明細書
【特許文献６】
米国特許第４１１６２００号明細書
【特許文献７】
米国特許第４１７９８１０号明細書
【特許文献８】
米国特許第４３０９７７７号明細書
【特許文献９】
米国特許第４３４９９２１号明細書
【特許文献１０】
米国特許第４５９９０８６号明細書
【特許文献１１】
米国特許第４７４３２５６号明細書
【特許文献１２】
米国特許第４８６３４７６号明細書
【特許文献１３】
米国特許第４８６３４７７号明細書
【特許文献１４】
米国特許第４８７４３８９号明細書
【特許文献１５】
米国特許第４９０４２６０号明細書
【特許文献１６】
米国特許第４９０４２６１号明細書
【特許文献１７】
米国特許第４９１７７０４号明細書
【特許文献１８】
米国特許第４９３２９６９号明細書
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【特許文献１９】
米国特許第４９３２９７５号明細書
【特許文献２０】
米国特許第４９４６３７８号明細書
【特許文献２１】
米国特許第４９５５９０８号明細書
【特許文献２２】
米国特許第４９９７４３２号明細書
【特許文献２３】
米国特許第５００２５７６号明細書
【特許文献２４】
米国特許第５０１５２４７号明細書
【特許文献２５】
米国特許第５０３５７１６号明細書
【特許文献２６】
米国特許第５０４７０５５号明細書
【特許文献２７】
米国特許第５０５９１９４号明細書
【特許文献２８】
米国特許第５０６２８４５号明細書
【特許文献２９】
米国特許第５０７１４３７号明細書
【特許文献３０】
米国特許第５０８０６６２号明細書
【特許文献３１】
米国特許第５１０８４３８号明細書
【特許文献３２】
米国特許第５１２２１３０号明細書
【特許文献３３】
米国特許第５１２３９２６号明細書
【特許文献３４】
米国特許第５１７１２８０号明細書
【特許文献３５】
米国特許第５１９２３２６号明細書
【特許文献３６】
米国特許第５２３４４３１号明細書
【特許文献３７】
米国特許第５２３６４６０号明細書
【特許文献３８】
米国特許第５２４６４５８号明細書
【特許文献３９】
米国特許第５２５８０３１号明細書
【特許文献４０】
米国特許第５２６１９１１号明細書
【特許文献４１】
米国特許第５３１４４７８号明細書
【特許文献４２】
米国特許第５３２０６４４号明細書
【特許文献４３】
米国特許第５３７０５９７号明細書
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【特許文献４４】
米国特許第５４０１２６９号明細書
【特許文献４５】
米国特許第５４５８６４２号明細書
【特許文献４６】
米国特許第５４８４４３７号明細書
【特許文献４７】
米国特許第５４８９３０７号明細書
【特許文献４８】
米国特許第５５０７８１６号明細書
【特許文献４９】
米国特許第５５１４１８０号明細書
【特許文献５０】
米国特許第５５３４０２８号明細書
【特許文献５１】
米国特許第５５３４０２９号明細書
【特許文献５２】
米国特許第５５３４０９０号明細書
【特許文献５３】
米国特許第５５４５２２９号明細書
【特許文献５４】
米国特許第５５４９６７９号明細書
【特許文献５５】
米国特許第５５７１１８９号明細書
【特許文献５６】
米国特許第５５９３４０９号明細書
【特許文献５７】
米国特許第５６４５５９８号明細書
【特許文献５８】
米国特許第５６６２１５８号明細書
【特許文献５９】
米国特許第５６７４２９４号明細書
【特許文献６０】
米国特許第５６７４２９５号明細書
【特許文献６１】
米国特許第５６７４２９６号明細書
【特許文献６２】
米国特許第５６７６７０１号明細書
【特許文献６３】
米国特許第５６８３４６４号明細書
【特許文献６４】
米国特許第５７０２４５０号明細書
【特許文献６５】
米国特許第５７２０７４８号明細書
【特許文献６６】
米国特許第５７２２９７７号明細書
【特許文献６７】
米国特許第５７４１２５３号明細書
【特許文献６８】
米国特許第５７８２８３０号明細書
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【特許文献６９】
米国特許第５７８２８３２号明細書
【特許文献７０】
米国特許第５７９７９０９号明細書
【特許文献７１】
米国特許第５８２４０９３号明細書
【特許文献７２】
米国特許第５８２４０９４号明細書
【特許文献７３】
米国特許第５８６５８４６号明細書
【特許文献７４】
米国特許第５８６５８４８号明細書
【特許文献７５】
米国特許第５８８５３００号明細書
【特許文献７６】
米国特許第５８８８２２６号明細書
【特許文献７７】
米国特許第５９２８２８４号明細書
【特許文献７８】
米国特許第５９４７９７１号明細書
【特許文献７９】
米国特許第５９７６１８７号明細書
【特許文献８０】
米国特許第５９８９２９１号明細書
【特許文献８１】
米国特許第６００１１３０号明細書
【特許文献８２】
米国特許第６０２２３７６号明細書
【特許文献８３】
米国特許第６０５９７９０号明細書
【特許文献８４】
米国特許第６０５９８２９号明細書
【特許文献８５】
米国特許第６０６３１２１号明細書
【特許文献８６】
米国特許第６０６６１７４号明細書
【特許文献８７】
米国特許第６０８０１５５号明細書
【特許文献８８】
米国特許第６０８３２２８号明細書
【特許文献８９】
米国特許第６０８６５９５号明細書
【特許文献９０】
米国特許第６０９６０３８号明細書
【特許文献９１】
米国特許第６１３９５７９号明細書
【特許文献９２】
米国特許第６１５６０６７号明細書
【特許文献９３】
米国特許第６１６２２５２号明細書
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【特許文献９４】
米国特許第６１７９８７４号明細書
【特許文献９５】
米国特許第６２２８０２２号明細書
【特許文献９６】
米国特許第６２２８０２６号明細書
【特許文献９７】
米国特許第６２３１６０９号明細書
【特許文献９８】
独国特許発明第２２６３８４２号明細書
【特許文献９９】
独国特許発明第３０２３３５３号明細書
【特許文献１００】
独国特許発明第２８０４９３６号明細書
【特許文献１０１】
ソビエト連邦国特許第８９５４３３号明細書
【特許文献１０２】
欧州特許第０１７６７２８号明細書
【特許文献１０３】
独国特許発明第３７４１４９３号明細書
【特許文献１０４】
ソビエト連邦国特許第１５６０１８４号明細書
【特許文献１０５】
Ｒｏｌｌ　ｎｏ．　Ｇ　９０　００　０９４．３
【特許文献１０６】
欧州特許出願公開第０５６０１４０号明細書
【特許文献１０７】
国際公開第２０００／０４８３９号パンフレット
【特許文献１０８】
国際公開第２０００／０４８５１号パンフレット
【特許文献１０９】
国際公開第２０００／１３６１９号パンフレット
【特許文献１１０】
国際公開第２０００／１３６２０号パンフレット
【特許文献１１１】
米国特許第２６７７３６９号明細書
【特許文献１１２】
米国特許第３４８６５０５号明細書
【特許文献１１３】
米国特許第３５７４３７４号明細書
【特許文献１１４】
米国特許第３８７５５９５号明細書
【特許文献１１５】
米国特許第３８７６７２８号明細書
【特許文献１１６】
米国特許第４０２３５７２号明細書
【特許文献１１７】
米国特許第４１１６２００号明細書
【特許文献１１８】
米国特許第４１７９８１０号明細書
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【特許文献１１９】
米国特許第４３０９７７７号明細書
【特許文献１２０】
米国特許第４３４９９２１号明細書
【特許文献１２１】
米国特許第４５９９０８６号明細書
【特許文献１２２】
米国特許第４６４５５０７号明細書
【特許文献１２３】
米国特許第４７１４４６９号明細書
【特許文献１２４】
米国特許第４７４３２５６号明細書
【特許文献１２５】
米国特許第４７５７９８３号明細書
【特許文献１２６】
米国特許第４７５９７６６号明細書
【特許文献１２７】
米国特許第４７５９７６９号明細書
【特許文献１２８】
米国特許第４７６６３２８号明細書
【特許文献１２９】
米国特許第４７７７９４２号明細書
【特許文献１３０】
米国特許第４８００６３９号明細書
【特許文献１３１】
米国特許第４８３４７５７号明細書
【特許文献１３２】
米国特許第４８６３４７６号明細書
【特許文献１３３】
米国特許第４８６３４７７号明細書
【特許文献１３４】
米国特許第４８７４３８９号明細書
【特許文献１３５】
米国特許第４８７８９１５号明細書
【特許文献１３６】
米国特許第４８８７５９５号明細書
【特許文献１３７】
米国特許第４９０４２６０号明細書
【特許文献１３８】
米国特許第４９０４２６１号明細書
【特許文献１３９】
米国特許第４９０８０３２号明細書
【特許文献１４０】
米国特許第４９０８０３６号明細書
【特許文献１４１】
米国特許第４９１１７１８号明細書
【特許文献１４２】
米国特許第４９１７７０４号明細書
【特許文献１４３】
米国特許第４９３２９６９号明細書
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【特許文献１４４】
米国特許第４９３２９７５号明細書
【特許文献１４５】
米国特許第４９４６３７８号明細書
【特許文献１４６】
米国特許第４９５５９０８号明細書
【特許文献１４７】
米国特許第４９７８３５５号明細書
【特許文献１４８】
米国特許第４９９７４３２号明細書
【特許文献１４９】
米国特許第５００２５７６号明細書
【特許文献１５０】
米国特許第５０１５２４７号明細書
【特許文献１５１】
米国特許第５０３５７１６号明細書
【特許文献１５２】
米国特許第５０４７０５５号明細書
【特許文献１５３】
米国特許第５０５９１９３号明細書
【特許文献１５４】
米国特許第５０５９１９４号明細書
【特許文献１５５】
米国特許第５０６２８４５号明細書
【特許文献１５６】
米国特許第５０７１４３７号明細書
【特許文献１５７】
米国特許第５０８０６６２号明細書
【特許文献１５８】
米国特許第５０８４０４８号明細書
【特許文献１５９】
米国特許第５１０８４３８号明細書
【特許文献１６０】
米国特許第５１２２１３０号明細書
【特許文献１６１】
米国特許第５１２３９２６号明細書
【特許文献１６２】
米国特許第５１７１２８０号明細書
【特許文献１６３】
米国特許第５１７１２８１号明細書
【特許文献１６４】
米国特許第５１７６７０８号明細書
【特許文献１６５】
米国特許第５１９２３２６号明細書
【特許文献１６６】
米国特許第５１９２３２７号明細書
【特許文献１６７】
米国特許第５２３４４３１号明細書
【特許文献１６８】
米国特許第５２３６４６０号明細書
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【特許文献１６９】
米国特許第５２４６４５８号明細書
【特許文献１７０】
米国特許第５２５８０３１号明細書
【特許文献１７１】
米国特許第５２６１９１１号明細書
【特許文献１７２】
米国特許第５２６１９１３号明細書
【特許文献１７３】
米国特許第５３０６３０８号明細書
【特許文献１７４】
米国特許第５３１４４７７号明細書
【特許文献１７５】
米国特許第５３１４４７８号明細書
【特許文献１７６】
米国特許第５３２０６４４号明細書
【特許文献１７７】
米国特許第５３７０６９７号明細書
【特許文献１７８】
米国特許第５３８３９３３号明細書
【特許文献１７９】
米国特許第５４０１２６９号明細書
【特許文献１８０】
米国特許第５４０３３１４号明細書
【特許文献１８１】
米国特許第５４２５７７２号明細書
【特許文献１８２】
米国特許第５４２５７７３号明細書
【特許文献１８３】
米国特許第５４４３５１４号明細書
【特許文献１８４】
米国特許第５４５６７１９号明細書
【特許文献１８５】
米国特許第５４５８６３８号明細書
【特許文献１８６】
米国特許第５４５８６４２号明細書
【特許文献１８７】
米国特許第５４８４４３７号明細書
【特許文献１８８】
米国特許第５４８９３０７号明細書
【特許文献１８９】
米国特許第５４８９３０８号明細書
【特許文献１９０】
米国特許第５４９６３１８号明細書
【特許文献１９１】
米国特許第５５０７８１６号明細書
【特許文献１９２】
米国特許第５５１４１８０号明細書
【特許文献１９３】
米国特許第５５２７３１５号明細書
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【特許文献１９４】
米国特許第５５３４０２８号明細書
【特許文献１９５】
米国特許第５５３４０２９号明細書
【特許文献１９６】
米国特許第５５３４０９０号明細書
【特許文献１９７】
米国特許第５５４５２２９号明細書
【特許文献１９８】
米国特許第５５４９６７９号明細書
【特許文献１９９】
米国特許第５５５６４３１号明細書
【特許文献２００】
米国特許第５５６２７３８号明細書
【特許文献２０１】
米国特許第５５７１１８９号明細書
【特許文献２０２】
米国特許第５５９３４０９号明細書
【特許文献２０３】
米国特許第５６０９６３６号明細書
【特許文献２０４】
米国特許第５６４５５９８号明細書
【特許文献２０５】
米国特許第５６４９９２６号明細書
【特許文献２０６】
米国特許第５６５８２８５号明細書
【特許文献２０７】
米国特許第５６６２１５８号明細書
【特許文献２０８】
米国特許第５６７４２９４号明細書
【特許文献２０９】
米国特許第５６７４２９５号明細書
【特許文献２１０】
米国特許第５６７４２９６号明細書
【特許文献２１１】
米国特許第５６７６７０１号明細書
【特許文献２１２】
米国特許第５６８３４６４号明細書
【特許文献２１３】
米国特許第５７０２４５０号明細書
【特許文献２１４】
米国特許第５７１３８９９号明細書
【特許文献２１５】
米国特許第５７１６４１５号明細書
【特許文献２１６】
米国特許第５７２０７４８号明細書
【特許文献２１７】
米国特許第５７２２９７７号明細書
【特許文献２１８】
米国特許第５７２３０１３号明細書
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【特許文献２１９】
米国特許第５７４１２５３号明細書
【特許文献２２０】
米国特許第５７８２８３０号明細書
【特許文献２２１】
米国特許第５７８２８３２号明細書
【特許文献２２２】
米国特許第５７９７９０９号明細書
【特許文献２２３】
米国特許第５８２４０９３号明細書
【特許文献２２４】
米国特許第５８２４０９４号明細書
【特許文献２２５】
米国特許第５８６５８４６号明細書
【特許文献２２６】
米国特許第５８６５８４８号明細書
【特許文献２２７】
米国特許第５８８５３００号明細書
【特許文献２２８】
米国特許第５８８８１９７号明細書
【特許文献２２９】
米国特許第５８８８２２６号明細書
【特許文献２３０】
米国特許第５８９７０８７号明細書
【特許文献２３１】
米国特許第５９０２２３３号明細書
【特許文献２３２】
米国特許第５９２８２８４号明細書
【特許文献２３３】
米国特許第５９４７９７１号明細書
【特許文献２３４】
米国特許第５９７６１８７号明細書
【特許文献２３５】
米国特許第５９８４８６５号明細書
【特許文献２３６】
米国特許第５９８９２９１号明細書
【特許文献２３７】
米国特許第６００１１３０号明細書
【特許文献２３８】
米国特許第６０１７００８号明細書
【特許文献２３９】
米国特許第６０２２３７６号明細書
【特許文献２４０】
米国特許第６０３３３６３号明細書
【特許文献２４１】
米国特許第６０５９７９０号明細書
【特許文献２４２】
米国特許第６０５９８２９号明細書
【特許文献２４３】
米国特許第６０６３１２１号明細書
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【特許文献２４４】
米国特許第６０６６１７４号明細書
【特許文献２４５】
米国特許第６０８０１５５号明細書
【特許文献２４６】
米国特許第６０８３２２８号明細書
【特許文献２４７】
米国特許第６０８６５９５号明細書
【特許文献２４８】
米国特許第６０９６０３８号明細書
【特許文献２４９】
米国特許第６１３９５７９号明細書
【特許文献２５０】
米国特許第６１５６０６７号明細書
【特許文献２５１】
米国特許第６１６２２５２号明細書
【特許文献２５２】
米国特許第６１７９８７４号明細書
【特許文献２５３】
米国特許第６２２８０２２号明細書
【特許文献２５４】
米国特許第６２２８０２６号明細書
【特許文献２５５】
米国特許第６２３１６０９号明細書
【特許文献２５６】
米国特許出願公開第２００２／０１５１９０１号明細書
【特許文献２５７】
独国特許発明第２２６３８４２号明細書
【特許文献２５８】
独国特許出願公開第３０　２３　３５３号明細書
【特許文献２５９】
独国特許発明第２８０４９３６号明細書
【特許文献２６０】
ソビエト連邦国特許第８９５４３３号明細書
【特許文献２６１】
欧州特許第０１７６７２８号明細書
【特許文献２６２】
独国特許出願公開第３７　４１　４９３号明細書
【特許文献２６３】
ソビエト連邦国特許第１５６０１８４号明細書
【特許文献２６４】
欧州特許出願公開第０５６０１４０号明細書
【特許文献２６５】
独国特許出願公開第１９６　５３　５８０号明細書
【特許文献２６６】
国際公開第２０００／０４８３９号パンフレット
【特許文献２６７】
国際公開第２０００／０４８５１号パンフレット
【特許文献２６８】
国際公開第２０００／１３６１９号パンフレット
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【特許文献２６９】
国際公開第２０００／１３６２０号パンフレット
【特許文献２７０】
国際公開第２００２／１１６３３号パンフレット
【特許文献２７１】
米国特許第５２５７９９８号明細書
【特許文献２７２】
米国特許第５３８９１０１号明細書
【特許文献２７３】
米国特許第５５３４０３０号明細書
【特許文献２７４】
米国特許第５９６４７６１号明細書
【特許文献２７５】
米国特許第６５１７５４４号明細書
【特許文献２７６】
米国特許第６５７５８９９号明細書
【特許文献２７７】
米国特許第４６１７９１６号明細書
【特許文献２７８】
独国特許出願公開第９０　００　０９４．３号明細書
【特許文献２７９】
欧州特許出願公開第０９５１１９８号明細書
【特許文献２８０】
特願第２００１－０２４７０３号明細書
【特許文献２８１】
特願第２０００－０３２００７号明細書
【非特許文献１】
Ｂｒａｉｎ，　ｅｔ　ａｌ．，　"Ｔｈｅ　Ｎｅｕｒｏｌｏｇｉｃａｌ　Ｍａｎｉｆｅｓ
ｔａｔｉｏｎｓ　ｏｆ　Ｃｅｒｖｉｃａｌ　Ｓｐｏｎｄｙｌｏｓｉｓ"，　Ｂｒａｉｎ：
　Ａ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｎｅｕｒｏｌｏｇｙ，　ｖｏｌ．　７５；　Ｍａｃｍｉｌ
ｌａｎ　&　Ｃｏ．；　１９５２；　ｐｐ．　１８７－２２５．
【非特許文献２】
Ｂｕｔｔｎｅｒ－Ｊａｎｚ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｂｉｏｍｅｃｈａｎｉｃｓ　ｏｆ　ｔ
ｈｅ　ＳＢ　Ｃｈａｒｉｔｅ　Ｌｕｍｂａｒ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｄｉｓｃ
　Ｅｎｄｏｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ"；　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｏｒｔｈｏｐｅｄ
ｉｃｓ；　ｖｏｌ．　１３；　１９８９；　ｐｐ．　１７３－１７６．
【非特許文献３】
Ｅｄｅｌａｎｄ；　"Ｓｏｍｅ　Ａｄｄｔｉｔｉｏｎａｌ　Ｓｕｇｇｅｓｔｉｏｎｓ　ｆ
ｏｒ　ａｎ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ"；　Ｄ
ｅｐｔ．　ｏｆ　Ｏｃｃｕｐａｔｉｏｎａｌ　Ｈｅａｌｔｈ；　Ｖｄｖｏ　ＰＶ　ＡＢ；
　Ｓ－４０５０８；　Ｇｏｔｅｂｏｒｇ；　Ｓｗｅｄｅｎ；　１９８５　Ｂｕｔｔｅｒｗ
ｏｒｔｈ　&　Ｃｏ．　Ｐｕｂｌｉｓｈｅｒｓ　Ｌｔｄ．
【非特許文献４】
Ｅｎｋｅｒ　ｅｔ　ａｌ．；　"Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｒｅｐｌａｃｅｍｅ
ｎｔ"；　Ｓｐｉｎｅ；　ｖｏｌ．　１８；　Ｎｏ．　８；　１９９３；　ｐｐ．　１０
６１－１０７０．
【非特許文献５】
Ｈａｗｋｉｎｓ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｓｈｅａｒ　Ｓｔａｂｉｌｉｔｙ　ｏｆ　ａｎ　
Ｅｌａｓｔｏｍｅｒｉｃ　Ｄｉｓｋ　Ｓｐａｃｅｒ　Ｗｉｔｈｉｎ　ａｎ　Ｉｎｔｅｒｖ
ｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｊｏｉｎｔ：　Ａ　Ｐａｒａｍｅｔｒｉｃ　Ｓｔｕｄｙ"；　Ｊｏｕ
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ｒｎａｌ　ｏｆ　Ｂｉｏｍｅｃｈａｎｉｃａｌ　Ｅｎｇｉｎｅｅｒｉｎｇ　Ｔｅｃｈｎｉ
ｃａｌ　Ｂｒｉｅｆｓ；　ｖｏｌ．　１１４；　Ａｕｇ．　１９９２；ｐｐ．　４１４－
４１５．
【非特許文献６】
Ｈｅｄｍａｎ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｄｅｓｉｇｎ　ｏｆ　ａｎ　Ｉｎｔｅｖｅｒｔｅｂ
ｒａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ"；　Ｓｐｉｎｅ；　ｖｏｌ．　１７；　Ｎｏ
．　６；　１９９１；　ｐｐ．Ｓ２５６－Ｓ２６０．
【非特許文献７】
Ｈｅｌｌｉｅｒ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｗｅａｒ　Ｓｔｕｄｉｅｓ　ｆｏｒ　Ｄｅｖｅｌ
ｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ａｎ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｐｒｏｓｔｈｅ
ｓｉｓ"；　Ｓｐｉｎｅ；　ｖｏｌ．　１７；　Ｎｏ．　６　Ｓｕｐｐｌｅｍｅｎｔ；　
１９９２；Ｓ８６－Ｓ９６．
【非特許文献８】
Ｈｏｏｄ；　"Ｆａｒ　Ｌａｔｅｒａｌ　Ｌｕｍｂａｒ　Ｄｉｓｃ　Ｈｅｒｎｉａｔｉｏ
ｎｓ"；　Ｎｅｕｒｏｓｕｒｇｅｒｙ　Ｃｌｉｎｉｃｓ　ｏｆ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉ
ｃａ；　ｖｏｌ．４，　Ｎｏ．　１；　Ｊａｎ．　１９９３；　ｐｐ．１１７－１２４．
【非特許文献９】
Ｌａｎｇｒａｎａ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｆｉｎｉｔｅ－Ｅｌｅｍｅｎｔ　Ｍｏｄｅｌｉ
ｎｇ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｙｎｔｈｅｔｉｃ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｄｉｓｃ"
；　Ｓｐｉｎｅ；　ｖｏｌ．　１６；　Ｎｏ．　６：　１９９１；　ｐｐ．　Ｓ２４５－
Ｓ２５２．
【非特許文献１０】
Ｌｅｅ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ　ｏｆ　ａ　Ｐｒｏｓｔｈｅｔｉ
ｃ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｄｉｓｃ"；　Ｓｐｉｎｅ；　ｖｏｌ．　１６；　
Ｎｏ．　６；　１９９１；ｐｐ．Ｓ２５３－Ｓ２５５
【非特許文献１１】
Ｌｅｅｓ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｎａｔｕｒａｌ　Ｈｉｓｔｏｒｙ　&　Ｐｒｏｇｎｏｓｉ
ｓ　ｏｆ　Ｃｅｒｖｉｃａｌ　Ｓｐｏｎｄｙｌｏｓｉｓ"；　Ｂｒｉｔｉｓｈ　Ｍｅｄｉ
ｃａｌ　Ｊｏｕｒｎａｌ；　Ｄｅｃ．　２８，　１９６３；　Ｂｒｉｔｉｓｈ　Ｍｅｄｉ
ｃａｌ　Ａｓｓｏｃｉａｔｉｏｎ，　Ｌｏｎｄｏｎ，　Ｅｎｇｌａｎｄ；　Ｃｏｐｙｒｉ
ｇｈｔ　１９６３；　ｐｐ．　１６０７－１６１０．
【非特許文献１２】
Ｌｏｎｇ；　"Ｆａｉｌｅｄ　Ｂａｃｋ　Ｓｕｒｇｅｒｙ　Ｓｙｎｄｒｏｍｅ"；　Ｎｅｕ
ｒｏｓｕｒｇｅｒｙ　Ｃｌｉｎｉｃｓ　ｏｆ　Ｎｏｒｔｈ　Ａｍｅｒｉｃａ；　ｖｏｌ．
２，　Ｎｏ．４；　Ｏｃｔ．　１９９１；　ｐｐ．８９９－９１９．
【非特許文献１３】
Ｒａｙ；　"Ｔｈｅ　Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｄｉｓｃ－Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ，　
Ｈｉｓｔｏｒｙ　ａｎｄ　Ｓｏｃｉｏｅｃｏｎｏｍｉｃｓ"；　Ｃｌｉｎｉｃａｌ　Ｅｆ
ｆｉｃａｃｙ　ａｎｄ　Ｏｕｔｃｏｍｅ　ｉｎ　ｔｈｅ　Ｄｉａｇｎｏｓｉｓ　ａｎｄ　
Ｔｒｅａｔｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｌｏｗ　Ｂａｃｋ　Ｐａｉｎ；　Ｒａｖｅｎ　Ｐｒｅｓｓ，
　Ｌｔｄ．，　ＮＹ；　１９９２；　ｐｐ．２０５－２８０．
【非特許文献１４】
Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｔｈｅ　Ｒｅｓｕｌｔｓ　ｏｆ　Ａｎｔｅｒｉ
ｏｒ　Ｉｎｔｅｒｂｏｄｙ　Ｆｕｓｉｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｅｒｖｉｃａｌ　Ｓｐｉｎ
ｅ"；　Ｔｈｅ　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｂｏｎｅ　&　Ｊｏｉｎｔ　Ｓｕｒｇｅｒｙ；　
ｖｏｌ．　４４－Ａ，　Ｎｏ．　８，　Ｄｅｃ．　１９６２；　ｐｐ．　１５６９－１５
８７．
【非特許文献１５】
Ｓｉｍｅｏｎｅ　ａｎｄ　Ｒｏｔｈｍａｎ；　"Ｃｅｒｖｉｃａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｄｉｓｅ
ａｓｅ"；　Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ　Ｈｏｓｐｉｔａｌ　&　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　
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ｏｆ　Ｐｅｎｎｓｙｌｖａｎｉａ；　１９７５；　ｐｐ．　３８７－４３３．
【非特許文献１６】
Ｓｏｌｉｎｉ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｍｅｔａｌ　Ｃｅｍｅｎｔｌｅｓｓ　Ｐｒｏｓｔｈ
ｅｓｉｓ　ｆｏｒ　Ｖｅｒｔｅｂｒａｌ　Ｂｏｄｙ　Ｒｅｐｌａｃｅｍｅｎｔ　ｏｆ　Ｍ
ｅｔａｓｔａｔｉｃ　Ｍａｌｉｇｎａｎｔ　Ｄｉｓｅａｓｅ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｃｅｒｖｉ
ｃａｌ　Ｓｐｉｎｅ"；　Ｊｏｕｒｎａｌ　ｏｆ　Ｓｐｉｎａｌ　Ｄｉｓｏｒｄｅｒｓ；
　ｖｏｌ．　２；　Ｎｏ．　４；　１９８９；　ｐｐ．　２５４－２６２．
【非特許文献１７】
Ｔａｙｌｏｒ，　Ｃｏｌｌｉｅｒ；　"Ｔｈｅ　Ｏｃｃｕｒｒｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｏｐｔｉ
ｃ　Ｎｅｕｒｉｔｉｓ　ｉｎ　Ｌｅｓｉｏｎｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｓｐｉｎａｌ　Ｃｏｒｄ
，　Ｉｎｊｕｒｙ，　Ｔｕｍｏｒ，　Ｍｅｌｉｔｉｓ"；　Ｂｒａｉｎ：　Ａ　Ｊｏｕｒ
ｎａｌ　ｏｆ　Ｎｅｕｒｏｌｏｇｙ；　ｖｏｌ．　２４；　Ｍａｃｍｉｌｌｉａｎ　&　
Ｃｏ．　Ｌｔｄ，　１９０１；　ｐｐ．　５３２－５５０．
【非特許文献１８】
Ｔｉｅ－ｓｈｅｎｇ，　ｅｔ　ａｌ．；　"Ｌｕｍｂａｒ　Ｉｎｔｅｒｖｅｒｔｅｂｒａ
ｌ　Ｄｉｓｃ　Ｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ"；　Ｃｈｉｎｅｓｅ　Ｍｅｄｉｃａｌ　Ｊｏｕｒ
ｎａｌ．　１０４－（５）；　１９９１；　ｐｐ．　３８１－３８６．
【非特許文献１９】
Ａｒｔｉｆｉｃｉａｌ　Ｄｉｓｃ，　Ｍａｒｋｅｔ　Ｐｏｔｅｎｔｉａｌ　ａｎｄ　Ｔｅ
ｃｈｎｏｌｏｇｙ　ｕｐｄａｔｅ，　Ｖｉｓｃｏｇｌｉｏｓｉ　Ｂｒｏｓ．，　ＬＬＣ，
　Ｆｅｂｒｕａｒｙ　２０００，　ｐｐ．　１－６５．
【非特許文献２０】
Ｂｏｎｉｎｇ－Ｕｐ，　Ｔｈｅ　Ｍｕｓｃｕｌｏｓｋｅｌｅｔａｌ　Ｈｅａｌｔｈｃａｒ
ｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ，　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｃｏｍｍｅｎｔａｒｙ　&　Ｒｅｖｉｅｗ
　ｏｆ　１９９９，　Ｖｉｓｃｏｇｌｉｏｓｉ　Ｂｒｏｓ．，　ＬＬＣ．，　Ｍａｒｃｈ
　１０，　２０００，　ｐｐ．　１－３３．
【非特許文献２１】
Ｂｒｙａｎ　Ｔｏｔａｌ　Ｃｅｒｖｉｃａｌ　Ｄｉｓｃ　Ｐｒｏｓｔｈｅｓｉｓ，　Ｓｉ
ｎｇｌｅ　Ｌｅｖｅｌ　Ｓｕｒｇｉｃａｌ　Ｔｅｃｈｎｉｑｕｅ　Ｍａｎｕａｌ，　ＳＰ
ＩＮＡＬ　Ｄｙｎａｍｉｃｓ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，　２０００，　０１０８０－０
０４，　ｐｐ．　２９
【非特許文献２２】
Ｓｐｉｎｅ　Ｉｎｄｕｓｔｒｙ　Ｄｙｎａｍｉｃｓ，　Ｖｉｓｃｏｇｌｉｏｓｉ　Ｂｒｏ
ｓ．，　ＬＬＣ．，　Ｍａｒｃｈ　１０，　２０００，　ｐｐ．　１－４．
【非特許文献２３】
"Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ－Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏ
ｎｓ　ａｎｄ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｘｃｈａｎｇｅ　ｂｅｔｗｅｅｎ　ｓｙｓｔ
ｅｍｓ－Ｈｉｇｈ－ｌｅｖｅｌ　ｄａｔａ　ｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　（ＨＤＬＣ）　
ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ－Ｅｌｅｍｅｎｔｓ　ｏｆ　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ，　Ｉｎｔｅｒ
ｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｎｄａｒｄ－ＩＳＯ／ＩＥＣ　４３３５，　（１９９１），　
ｐｐ．　１－４５
【非特許文献２４】
"Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ－Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏ
ｎｓ　ａｎｄ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｘｃｈａｎｇｅ　ｂｅｔｗｅｅｎ　ｓｙｓｔ
ｅｍｓ－Ｈｉｇｈ－ｌｅｖｅｌ　ｄａｔａ　ｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　（ＨＤＬＣ）　
ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ－Ｅｌｅｍｅｎｔｓ　ｏｆ　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ．　Ａｍｅｎｄ
ｍｅｎｔ　４：　Ｍｕｌｔｉ－ｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ｒｅｊｅｃｔ　ｏｐｔｉｏｎ"，　
Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｔａｎｄａｒｄ－ＩＳＯ／ＩＥＣ　４３３５，　（１９
９１），　ｐｐ．　１－３
【非特許文献２５】
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"Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｂｅｔｗｅｅｎ　Ｄａｔａ　Ｔｅｒｍｉｎａｌ　Ｅｑｕｉｐｍｅ
ｎｔ　ａｎｄ　Ｄａｔａ　Ｃｉｒｃｕｉｔ－Ｔｅｒｍｉｎａｔｉｎｇ　Ｅｑｕｉｐｍｅｎ
ｔ　Ｅｍｐｌｏｙｉｎｇ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｂｉｎａｒｙ　Ｄａｔａ　Ｉｎｔｅｒｃｈａｎ
ｇｅ"，　ＥＩＡ　Ｓｔａｎｄａｒｄ－２３２－Ｄ，　Ｒｅｖｉｓｉｏｎ　ｏｆ　ＥＩＡ
－２３２－Ｃ，　（Ｊａｎｕａｒｙ　１９８７），　ｐｐ．　１－４６
【非特許文献２６】
"Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ－Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔ
ｉｏｎｓ　ａｎｄ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｘｃｈａｎｇｅ　ｂｅｔｗｅｅｎ　ｓｙ
ｓｔｅｍｓ－Ｈｉｇｈ－ｌｅｖｅｌ　ｄａｔａ　ｌｉｎｋ　ｃｏｎｔｒｏｌ　（ＨＤＬＣ
）　ｐｒｏｃｅｄｕｒｅｓ－Ｆｒａｍｅ　ｓｔｒｕｃｔｕｒｅ"，　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉ
ｏｎａｌ　Ｓｔａｎｄａｒｄ，　ＩＳＯ／ＩＥＣ　３３０９，　（１９９３），　ｐｐ．
　１－８
【非特許文献２７】
"Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ"，　ＩＥＴＦ　ＲＦＣ　７９１．　（１９８１）
，　ｐｐ．　１－３７
【非特許文献２８】
"Ｐａｒｔ　３：　Ｃａｒｒｉｅｒ　ｓｅｎｓｅ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ａｃｃｅｓｓ　ｗ
ｉｔｈ　ｃｏｌｌｉｓｉｏｎ　ｄｅｔｅｃｔｉｏｎ　（ＣＳＭＡ／ＣＤ）　ａｃｃｅｓｓ
　ｍｅｔｈｏｄ　ａｎｄ　ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｌａｙｅｒ　ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ
ｓ"，　ＩＥＥＥ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　ｆｏｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｔｅｃｈｎｏ
ｌｏｇｙ　８０２．３，　（２０００），　ｐｐ．　１－１５１５
【非特許文献２９】
"Ｐｒｏｊｅｃｔ　２５　ＦＤＭＡ　Ｃｏｍｍｏｎ　Ａｉｒ　Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ　Ｎｅ
ｗ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　Ｄｉｇｉｔａｌ　Ｒ
ａｄｉｏ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｔａｎｄａｒｄｓ"，　ＡＮＳＩ／ＴＩＡ／ＥＩＡ－
１０２．ＢＡＡＡ，　（１９９８），ｐｐ．　１－９４
【非特許文献３０】
"Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　ａｎｄ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｅｘｃｈ
ａｎｇｅ　ｂｅｔｗｅｅｎ　ｓｙｓｔｅｍｓ－Ｌｏｃａｌ　ａｎｄ　ｍｅｔｒｏｐｏｌｉ
ｔａｎ　ａｒｅａ　ｎｅｔｗｏｒｋｓ－Ｓｐｅｃｉｆｉｃ　ｒｅｑｕｉｒｅｍｅｎｔｓ，
　Ｐａｒｔ　２：　Ｌｏｇｉｃａｌ　Ｌｉｎｋ　Ｃｏｎｔｒｏｌ"，　ＩＥＥＥ　Ｓｔａ
ｎｄａｒｄ　ｆｏｒ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ，　ＡＮＳＩ／Ｉ
ＥＥＥ　Ｓｔｄ．　８０２．２，　（１９９８），　ｐｐ．　１－２３９
【非特許文献３１】
"ＴＩＡ／ＥＩＡ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｂｕｌｌ
ｅｔｉｎ，　ＡＰＣＯ　Ｐｒｏｊｅｃｔ　２５，　Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｓｔａｎｄａ
ｒｄｓ　Ｄｅｆｉｎｉｔｉｏｎ"，　ＴＳＢ１０２－Ａ　（Ｒｅｖｉｓｉｏｎ　ｏｆ　Ｔ
ＳＢ１０２），　（１９９５），　ｐｐ．　１－７４，　Ａ－１－Ｃ－１２
【非特許文献３２】
"Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ"，　ＲＦＣ　７９３，
　ＤＡＲＰＡ　Ｉｎｔｅｒｎｅｔ　Ｐｒｏｇｒａｍ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉ
ｃａｔｉｏｎ，　（１９８１），　ｐｐ．　１－４６
【非特許文献３３】
"Ｕｓｅｒ　Ｄａｔａｇｒａｍ　Ｐｒｏｔｏｃｏｌ"，　ＲＦＣ　７６８，　（１９８０）
，　ｐｐ．　１－３
【非特許文献３４】
ＳＣＨＵＬＺＲＩＮＮＥ，　ｅｔ　ａｌ．，　"ＲＴＰ：　Ａ　Ｔｒａｎｓｐｏｒｔ　Ｐ
ｒｏｔｏｃｏｌ　ｆｏｒ　Ｒｅａｌ－Ｔｉｍｅ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ"，　ＩＥＴ
Ｆ　ＲＦＣ　１８８９，　（１９９６），ｐｐ．　１－７５
【０００５】
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【発明が解決しようとする課題】
しかし、椎間板切除及び関節固定の方法には問題点がある。椎間板切除の問題点は上述し
た。移植又は融合手続きの成功率は可変率で約８０％であり、成功したとしても、融合が
完成するまでにかなりの回復時間を要する。多分、より重要な問題は、融合が成功すると
正常な脊椎生体力学が除去されてしまうことであろう。脊椎患部が単一の骨を形成するよ
うに効果的に結合されているので、融合のレベルでの運動の範囲は理想的に除去される。
患者はそれまでと同じ脊椎全体としての運動範囲を維持しようとするので、隣接する脊椎
の椎間板に余分なストレスがかかることになる。このため、結果として融合部位の上下の
レベルにおいて退化が促進されることになり、椎間板切除及び融合を含むそれ以上の治療
が必要となることもある。移植法は、同種移植を使った場合は組織拒否及び疾患伝染の危
険があり、また患者自身の組織を回収した場合は回収部位の発病の危険がある。
【０００６】
椎間板融合のこれらの問題点を考慮して、患者の正常な脊椎生体力学を維持し、回復時間
が短く、骨組織の回収や移植に伴う問題点を回避する退化円板疾患に対する人工器官置換
による解決法を提供しようとする試みがみられる。これらのいくつかは、米国特許番号５
，８６５，８４６号、５，６７４，２９６号、５，９８９，２９１号、６，００１，１３
０号、６，０２２，３７６号に記述され、それぞれの内容がここに参考として組み入れら
れているように、内部人工器官的椎間板インプラントを中心とするものである。
【０００７】
このようなインプラントの設計及び構成はしかしながら簡単ではない。そのインプラント
は準備された椎間板空間に正確に配置され、それぞれの椎体に関して固定された因子を含
み、よってインプラントが遊走したりずれたりして潜在的に脊椎や靭帯、血管その他の軟
組織に接触したり、摩擦したり、それらの組織をなんらかの形で損傷することのないこと
が好ましい。同時に、移植は、椎体が健康な椎間板の提供するものと同等の運動を提供す
るような形でお互いに相対的に運動できるように、また健康な脊椎支柱部の自然運動に近
似した形で全体的な協調運動に患部の脊椎関節が参加できるように、行なわれるべきであ
る。移植は生体適合すべきであり、また消耗壊死組織片のような毒性又は有害な成分が患
者の体内に導入されないようにすべきである。移植は又正常な円板の高さを回復し、患者
の脊椎ロードシスを維持すべきであり、有意な術後沈降が起こらないようにすべきである
。インプラントは、より簡単でより効率的な設計ができるように、椎間板空間内及び周囲
において少なくとも一部軟組織で強く締め付けられるべきである。融合手法と比較して、
患者の回復時間を減少し、インプラントの上下のレベルにおける術後退化の発生を減少す
るような装置が未だに要求されている。その上、このようなインプラントは自己移植骨組
織の回収の必要性をなくし、よって回収部位における発病をなくすことになる。このよう
なインプラントは又自然の脊椎円板のものと同様な方法でそこにかかる衝撃やストレスを
吸収するに十分な柔軟性及び制動性を提供するべきである。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
この発明は上述の要求点や問題点を解決するものである。特に装置の安定性、運動範囲、
また術後物質退化に関して、どのような関節置換や再構築にもより独特なその他の問題が
起こってくることがある。一般に、患者が関節置換を受ける場合、その患者の状態及び生
活の質は、健康な関節の運動範囲により近似した運動範囲を提供する技法によって（これ
が安全に行なわれ得ると仮定して）、より少ない運動範囲を提供する手法によるよりも、
より一層改善される。この目的の達成に重要な部分は、移植されたときの安定性の高いイ
ンプラントの設計を使うこと、及びインプラントを安定化するために（できる限り）関節
に関連した軟組織を使い関節の運動の一部の制約をその軟組織に残すことを含む。このよ
うにすることによってインプラントの設計をかなり簡単にすることができる。移植される
関節に係らず、有効に封止され流体の充填された嚢を提供するインプラント（つまり、ジ
アースロイダル様の人工関節）は、運動表面が回りの組織や体液から分離していて、その
運動表面がその中で動作する環境を工学的に作り出し制御することができるので、多分安
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全性に余裕を提供することになろう。このような関節における潤滑効果によって関節がよ
り効果的に機能し、潜在的に消耗壊死組織片の発生を少なくする。発生した消耗壊死組織
片は、しかしながら、そのインプラント内に収納され、生組織や体液とは接触しないこと
になる。同様に、インプラントの接合領域への組織の内殖及び体液による移植物質の退化
も又回避される。
【０００９】
ある一側面において、この発明は、インプラントが挿入された関節が健康な関節の生体力
学と運動に近似できるようにする協働的特徴をインプラントの構造が含む手術移植と見る
ことができる。
【００１０】
この側面において、この発明は、それぞれが摩擦力が平板や外殻部材の骨表面に対する相
対的な運動に抵抗するように関節の骨の準備された表面に接触するようになっている外面
を有する２つの対向する硬い平板又は外殻部材を含む。これらの外面は十分に粗面であり
、摩擦力が外面と関節内の骨面の間のすべりを強く制御する。骨との界面において表面摩
擦を提供する他、その外面は骨性内殖ができるように適応されることもでき、よって経時
的に平板や外殻部材がより一層正しい位置で安定するようになる。平板や外殻部材の内面
は比較的平滑で、外殻部材の間に配置された弾性変形可能で弾力性を有する中心部材の外
面の一部に亘って低い摩擦ですべるようになっている。内面は平均粗面度が約１ミクロイ
ンチから約８ミクロインチであることが好ましく、約３ミクロインチ未満であることが特
に好ましい。中心部材は健康な関節が提供する運動の範囲を提供するように外殻部材内面
の形状と協働する形状を有する。
【００１１】
この発明の外科用インプラントは、平板又は外殻部材の粗面化された外面及びそれらの幾
何学的形状によって十分な摩擦力が供給されインプラントが関節を形成する骨の表面にお
いて適正な位置からすべらないようになっているため、優れた安定性を提供する。その上
、外面と骨の準備された表面の幾何学が協働し、インプラントを骨表面の間に保持する。
対向する硬い平板又は外殻部材の平滑な内面は変形可能で弾力性の中心部材の平滑な表面
と協働し接合するように形成されており、受容可能な運動の限界に達するまで弾力性の中
心部材に関して平板又は外殻部材が比較的制約されない運動をできるようになっている。
運動の許容限界に達すると、平板又は外殻部材の内面の形状が変形可能で弾力性の中心部
材の形状と協働してその望む運動以上の動きに有効に抑制する。このようにして、インプ
ラントを保持する関節の運動が健康な関節の提供する運動に近似し、関節や骨構造にかか
る、又は脊椎移植の場合は隣接する関節にもかかる、好ましくないストレスを和らげる。
よって、隣接する関節のより一層の関節退化の起こる可能性が少なくなるのである。
【００１２】
変形可能で弾力性の中心部材はまた健康な関節組織の提供するものに似た弾性及び制動性
をも提供する。また、十分に耐クリープ性又は耐塑性変形性であるので、円板空間の高さ
の術後損失を回避し適正な関節幾何学を維持する。中心部材の表面は硬く、いくつかの実
施例では内面よりも硬く、従ってよい耐消耗性を提供する。また、非常に潤滑性で、硬い
平板や外殻部材の内面と共に良い摩擦学特性を提供する。
【００１３】
結果としてのインプラントは正確に移植されることができ、移植後は安定しているので、
安全である。内面の幾何学が健康な関節組織の提供するものに近似した運動範囲を提供す
るように構成されているため、非常に効果的であり、よって脊椎の協調運動ができるよう
になり、隣接する関節へのストレスが減少する。
【００１４】
別な側面において、この発明は関節の置換に、特に椎間板内部人工器官として使用して好
適なジアースロイダル様の人工関節を効果的に提供するインプラントに係る。この側面に
おいて、インプラントは上述の対向する硬い平板又は外殻部材と変形可能で弾力性の中心
部材の他に、対向する硬い平板又は外殻部材の縁部の間に延長する柔軟性の袖部又は覆い
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部材を含む。
【００１５】
この覆い部材の内面は、硬い平板又は外殻部材の内面と共に、中心部材を囲む空洞を定義
する。この空洞の内面空間の全部でないにしてもほとんどには潤滑液を充填でき、再び許
容範囲の運動の制約内で、平板又は外殻部材の内面と中心部材の内面の間の摩擦力をさら
に減少させることができる。
【００１６】
この柔軟性の袖部又は覆い部材はインプラントを単一の物として保持する役割を果たし、
よって移植処置中の操作が簡単になる。また、潤滑液をインプラント内に保持し、組織が
インプラントの内部に入らないようにし、中心部材を体液による攻撃や退化の可能性から
分離し、形成されるかもしれない消耗壊死組織片がインプラントから出て回りの組織内に
入らないようにする封入、封止された環境を提供する。インプラントはしたがって生体適
合性の表面だけを回りの組織に呈し、消耗表面をインプラント内に保持し永久に潤滑され
た封止嚢を提供する。結果として、接合表面が自然の骨の表面から分離され潤滑された嚢
の中に配置されているため、耐久性の良いインプラントが得られる。
【００１７】
さらに別な側面において、この発明は脊椎内部人工器官であって、
上下の対向する硬い生体適合性の平板又は外殻部材であって、それぞれが
外側の粗面、
内側の平滑面、及び
表面間の縁部からなり、
少なくとも一つの平板又は外殻部材の内側の平滑面が第一の運動制限装置を構成する平板
又は外殻部材と、
上下の平板又は外殻部材の内側の平滑面の間に配置された変形可能で弾力性の中心部材で
あって、
上部平板又は外殻部材の内側の平滑面に隣接する平滑上面と下部平板又外殻部材の内側の
平滑面に隣接する平滑下面からなる中心部材と、
少なくとも一つの平滑な上面又は下面上に配置され、第一の運動制限装置に接し平板又は
外殻部材の中心部材に関する相対運動を制限する第二の運動制限装置とを有する脊椎内部
人工器官である。
【００１８】
前記平板又は外殻部材の内面は凹面となっており凸面の変形可能で弾力性の中心部材の平
滑な上面と接合することが望ましい。このようにすれば、効果として、椎間空間に人工臼
状関節ができ、そのような関節は圧縮下において生来安定している。
【００１９】
この発明のこの側面のより具体的な実施例において、脊椎の内部人工器官は、
上部及び下部の対向する硬い生体適合性凹凸外殻部材であって、それぞれが、生体適合物
質の多孔性被覆層を構成する外部の粗い凸面と、内側の凹面であって、平滑な接触領域と
反対側の外殻部材に向けて延長する軸方向支柱部とを含む内側の凹面と、前記表面間の縁
部であって、保持輪を受け入れるようになっている円周状の溝部と、内部凹面の接触領域
を限局し、反対側の外殻部材に向けて軸方向延長する第一の縁部と、反対側の外殻部材か
ら離れて軸方向に延長し、内部人工器官を操作、挿入又は除去するための道具を取り外し
可能に係合するようになっている開口を含む挿入用つまみとを含む表面間の縁部と、前記
外殻部材の外面と内面の間の閉口可能な通路とを含む外殻部材と、上部及び下部の外殻部
材の内部の平滑な凹面の間に配置された変形可能で弾力性の中心部材であって、
前記上部及び下部の外殻部材それぞれの内面の平滑な接触領域に相補的隣接する上部及び
下部の平滑な凸面と、
前記上部及び下部の平滑な凸面のそれぞれを限局し、隣接する外殻部材の第一の隆起部と
接触して前記中心部材に関する外殻部材の相対的運動を制限するようになっている第二の
隆起部と、
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上部の凹凸外殻部材の第一の隆起部と下部の凹凸外殻部材の第一の隆起の間に配置された
横に延長する赤道隆起部と、
それぞれの外殻部材の内面の軸支柱部を受け入れるようになっている前記上記及び下部の
凸面状の接触面の開口とを含む中心部材と、前記上部及び下部の外殻部材の間に中心部材
を囲んで配置された弾性の覆い部材又は袖部であって、内面と、外面と、前記上部外殻部
材に取り付けた上縁部と、前記下部外殻部材に取り付けた下縁部を含み、前記覆い部材の
内面と前記外殻部材の内面が囲まれた空洞を定義することを特徴とする弾性の覆い部材又
は袖部と、前記上部の凹凸外殻部材内の円周状の溝部内に配置され前記弾性の覆い部材又
は袖部の上縁部を前記外殻部材に固定する生体適合物質の上部保持輪と前記下部の凹凸外
殻部材内の円周状の溝部内に配置され前記覆い部材又は袖部の上縁部を前記外殻部材に固
定する生体適合物質の下部保持輪とを含む。
【００２０】
この内部人工器官はこの発明のより一般的な側面に関して上述の利点を提供し、より具体
的には、自然の椎間板物質と比べて有意に耐久性が増加し、また脊椎融合の問題点を持た
ずに、健康な椎間板の円板の高さと運動範囲に近似した移植型脊椎関節を提供する。
【００２１】
また、対向する外殻部材の凹凸幾何学、及びその中に外殻部材の外側の凸面がはめ込まれ
る椎体内の正確にぴったりと合わされた凹面によって、移植型関節の安定性が高くなる。
外殻部材の外面の多孔性の被覆層によって提供される粗さと共に、このはめ込み形状によ
ってインプラントがしっかりと正しい位置に保持され、遊走したり神経や血管に接触した
りできなくなり、よって好ましい骨性内殖もできる。外側の凸面はまた海綿骨に接触する
追加的な表面領域を提供し、よって骨性内殖の機会と外殻部材を正しい位置に保持する摩
擦力の両方を増大する。外殻部材の内側の凹面と中心部材の曲面形状を合わせることによ
って、移植されたときのような圧縮下で生来安定性の高い簡単な臼状の体制ができる。こ
の発明の、凹凸外殻部材と変形可能な中心部材の凸面を使う実施例はしたがって即時に機
械的安定性を提供する。
【００２２】
インプラントによって供される運動範囲が健康な円板の運動範囲に近似するので、術後の
隣接レベルの円板の退化は最小化、又は全く回避される。また、インプラントは有意に関
節のねじりを抑制せず、その代わり、移植関節内及びその周りの軟性組織（例：残存する
円板環、靭帯、等）が適当なねじりの抑制を提供することに頼っている。平板や外殻部材
の形状も、中心部材の形状も、中心保持支柱部の形状も中心の軸方向開口もいずれも中心
部材に相対的な外殻部材のねじり運動を抑制しない（つまり、中心軸の周りの外殻部材や
中心部材の回転）。このため骨面とインプラントの外面との界面にかかるストレスが有意
に減少し、これらのインプラントの表面が骨に相対的にあまり動かなくなるので、これは
利点である。これは、また、線維組織形成の代わりに骨性内殖の起こる可能性が高くなる
ことであり、したがって長期的な安定性が増加する。
【００２３】
【発明の実施の形態】
この発明は下記に詳細を示す特定の実施例を参考にすることによってより明らかになろう
。この記述はしかしいかなる形においても特許請求の範囲を制限する意図でなされたもの
ではない。
【００２４】
広い側面において、インプラントの大きさ及び形状は実質的に可変であり、この変化は関
節幾何学による。また、特定の形状のインプラントが種々の範囲の大きさで生産され、外
科医が手術の前又は手術中に、典型的にＣＴやＭＲＩ，蛍光透視法その他の映像技術を使
った関節の評価による患者の関節幾何学の評価によって、適当な大きさを選択することが
できる。
【００２５】
対向する硬い平板又は外殻部材はどのような硬い生体適合性物質でできていてもよいが、



(25) JP 4617408 B2 2011.1.26

10

20

30

40

50

一般的にはステンレスやコバルトクロム、Ａｌ２Ｏ３やＺｒ２Ｏ３を含むもののようなセ
ラミックス、又はチタニウム合金のような生体適合性金属からできている。ＡＳＴＭ　Ｆ
－１３６チタニウム合金が特に好適であると知られている。上述のように、外殻部材の平
板と接触する骨の表面に相対的な運動を制限するために、対向する硬い平板又は外殻部材
の外面は粗面である。このことは、骨に相対的なインプラントの過剰な運動は結果的に骨
とインプラントとの間の、長期的なインプラントの安定性（つまり治癒の「慢性」段階）
に好ましい骨性内殖でなく、線維組織の形成となることがあるので、移植の直後の時期（
治癒の「急性」段階）に特に重要である。非球形焼結ビードから形成した多孔性被覆層が
、関節の海綿骨と優れた相互作用を提供すると共に外殻部材の外面と骨の間に非常に高い
摩擦を提供し、骨性内殖の可能性を増加することが知られている。好適な非球形焼結ビー
ズ被覆層の一例はＡＳＴＭ　Ｆ－６７のような純チタニウムからできたものである。この
被覆層は真空焼結によって形成される。
【００２６】
少なくともそれぞれの平板又は外殻部材の内面の一部は平滑で、少なくとも中心部材の一
部の形状を補足し接合する形状のものである。この平滑性と形状の対応によって、この動
きが運動の許容範囲内で起こる限り、平板又は外殻部材が中心部材に相対的に制限なく動
けるようになる。
【００２７】
運動をこの許容範囲に制限するために相互作用をする平板又は外殻部材及び中心部材の内
面形状の構造特性は、インプラントがその内部で使われる関節に基づいて必ずある程度変
化するものである。例として、平板又は外殻部材の縁部は中心部材に向かって延長し，せ
ん断変形の下で中心部材の表面に形成され隆起部又は肩部に接触できる壁を形成してもよ
い。このようにすれば、平板又は外殻部材は、延長部が隆起部と接触するようになる方向
以外の方向においては無制限の運動をすることができる。外殻部材の縁部の周り全体に延
長部を形成すれば、そして中心部材の表面の一部を囲む隆起部又は肩部を形成すれば、平
板又は外殻部材の中心部材に相対的な平行移動運動、屈折運動、延長運動、側方運動を全
ての方向において制限することができる。当業者は平板又は外殻部材の内面の他の位置に
おけるビードや隆起部が同様の目的を果たすであろうことに、そして、ある特定の関節の
好ましい運動範囲を得るために異なる関節のインプラントの間でこのビードや隆起部の位
置また中心部材の隆起部や止め具も変化させることができるということに気づくであろう
。
【００２８】
平板は同一のものであってもよく、製造の簡単さという点からはそれが望ましい。または
、異なる機械的結果を達成するために異なる設計（形、大きさ、材料）であってもよい。
例えば、インプラントを患者の解剖学的構造により近く合わせるために、又は回転中心を
頭側又は尾側に移動するために、異なる大きさの平板又は外殻部材を使ってもよい。
【００２９】
より特定な実施例において、平板又は外殻部材が屈曲・延長の最大範囲の運動において中
心部材が対向する平板又は外殻部材の間から排出されることがないように、外殻部材の内
面と中心部材の外面は圧出止め具として機能する相補的構造を含んでいてもよい。このよ
うな構造の例としては支柱部と支柱部を受け入れるための対応する穴部がある。穴部は、
運動の許容範囲内において外殻部材及び中心部材の間の相対運動が制約されないような、
しかしそれにもかかわらず、極端な圧縮下でインプラントから中心部材が排出されないう
ちに支柱部が中心部材を制止するような、十分に大きな直径を持っていてよい。または、
支柱部の直径が、脊椎の正常運動中に、その装置の運動許容範囲の限度で中心部材の穴部
の表面を接触することによって中心部材の平行運動を制限するようなものであってもよい
。インプラントが意図される特定の関節によって、弾性変形可能で弾力性の中心部材も形
、大きさ、組成及び物性においていくらか変化するかもしれない。中心部材の形状は、平
行運動、屈折運動、延長運動及び回転運動、また置換される特定の関節に好適な側方屈曲
の範囲が許容されるように、外殻部材の内面の形状を相補するべきである。中心部材の厚
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さ及び物性が好ましい度合いの弾性又は制止を提供するべきである。したがって、中心部
材にはエラストマー系の物質が典型的に使われる。しかし、外殻部材表面と効果的に協働
して許容範囲を超えた運動を制限するために、中心部材は十分に硬直性でなければならな
い。中心部材の表面は、好ましい消耗特性を提供するために十分に硬くある必要がある。
この特性の組み合わせを達成する一方法は、核に近い中心部材の物質よりも硬い表面領域
を有する中心部材を作ることである。したがって、中心部材は硬化した表面を有する生体
適合性のエラストマー系物質であることが好ましい。一般的に約８０Ａから約６５Ｄの範
囲（未成型原樹脂に基づいて）のジュロメターを有する、ポリカーボネート－ポリウレタ
ンエラストマー系共重合体やポリエーテル－ポリウレタンエラストマー系共重合体のよう
なポリウレタンを含むエラストマー系共重合体が、脊椎適用に特に好適であることがわか
っている。好みによって、これらの物質には硬性や潤滑性又はその両方を増加する物質を
被覆又は含浸してもよい。好適な物質の例は下記により詳細に記述する。
【００３０】
中心部材の形状は、インプラントの極度の運動中に対向する硬い外殻部材の縁部の間に接
触が起こらないように設計することもできる。例えば、中心部材の外殻部材間領域に隆起
部又は唇弁が側方に延長していれば、緩衝体を提供し、外殻部材間の接触を防止できる。
このようにすれば、外殻部材間の摩擦や消耗を防止し、インプラントの内面の消耗増大の
原因ともなる微粒子の生成を回避できる。
【００３１】
特定の実施例において、対向する硬い外殻部材の一方又は両方に、外面と内面の間の通路
の形で開口が提供されてもよい。移植体が部分的に組立てられているとき、つまり、変形
可能なで弾力性の中心部材が対向する硬い外殻部材の間に配置され、覆い部材が外殻部材
の縁部に取り付けられているとき、この通路を使って潤滑液をインプラント内に導入する
ことができる。その後通路を閉口する(つまり、適当な大きさの栓部材で閉栓する)ことに
よって封止された、潤滑剤を満たした内部の空洞を提供することができる。
【００３２】
覆い部材を対向する硬い外殻部材に取り付ける方法はいろいろある。対向する硬い外殻部
材は典型的にチタニウム合金のような生体適合性金属合金からなり、一方覆い部材は典型
的に分節ポリウレタンのようなエラストマー・ポリマー物質からなる。硬い外殻部材の縁
部に周囲の溝部（ここにおける「周囲の」という用語は特定の幾何学を何も含蓄しない）
を提供することによって覆い部材を外殻部材に取り付けることができる。この溝部は、典
型的にステンレスやチタニウムのような溶接可能な生体適合性ワイヤからできている保持
輪を受け入れるに十分な形状と深さを有するものである。覆い部材を周囲の溝部を覆うよ
うに配置し、保持輪は、ワイヤを覆い部材の覆い部の上の溝部の周りに取り巻いて適当な
寸法に切り、ワイヤの端部を溶接することによって、輪を形成することもできる。この点
においてレーザー溶接が特に好適であることが知られている。
【００３３】
上述のようなこの発明は股関節、膝関節、肩関節等の広範囲の関節の人工インプラントと
して使用することができる。下記の記述はインプラントが脊椎円板内部人工器官である場
合の実施例に焦点を置くが、インプラントを他の関節に適応するときにも同様の原理が適
用されるものである。当業者は他の関節にインプラントを使うためには内部幾何学の詳細
が下記の記述から変更を必要とするようになろうことをすぐに理解されよう。しかしなが
ら、運動の許容範囲に達するまでお互いの表面が相対的に随意な運動をできるようにする
ために対向する外殻部材の内面と相互作用するようになっている幾何学的特徴を有する核
体を使うという概念、及びこれらの表面を対向する外殻部材と柔軟性の覆い部材とで形成
した液を満たした嚢内に包入するという概念はいかなる関節のインプラントにも適応でき
る。
【００３４】
主に脊椎円板内部人工器官であるこの発明の特定の実施例を下記において図面を参照とし
て使って説明する。図７に示す分解図に最も良く示されるように、この好ましい実施例に
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よれば、この発明には主要な構成要素が４要素ある。外殻部材が２つ２０、４０と、中心
部材６０と、覆い部材７０である。この装置の完全な構成は図４及び図６に示され、これ
らの図中、中心部材６０は外殻部材２０、４０の間に挟まれている。柔軟性の覆い部材７
０は２つの対向する外殻部材２０、４０の間に延長し、中心部材６０を内部に閉じ込める
。このようにしてこれらの構成要素の幾何学的構成が（１）構成要素を合わせて一元の構
造とするため、及び（２）この装置の重要な機能特徴を定義するために協働する。
【００３５】
外殻部材２０、４０は茶碗型をしており外側の凸面２３と内側の凹面２１、４１を含むこ
とが好ましい。外面２３は非球形焼結ビーズ被覆層２２、４２又はその他の骨の内殖を促
進する被覆層で被覆されていてもよい。内面２１、４１（図６に示す）は非常に平滑であ
ることが好ましく、機械にかけたり研磨されていてもよい。
【００３６】
外殻部材２０、４０は下記により詳しく記述されるように装置の他の構成要素と協働する
いくつかの幾何学的特徴を含む。具体的には、これらの特徴には、中心の保持支柱部２７
、４７、外側周囲の溝部８２、８４、及び放射状の止め具又は延長部８６、８８が含まれ
る。中心の保持支柱部２７、４７は内面２１、４１から軸方向に延長する。また、各々の
外殻部材２０、４０はそれぞれ縁部７３、７４を含む。外部周囲の溝部８２、８４は外殻
部材２０、４０の縁部７３、７３内に延長する。図６に最も良く見られるように、放射状
の止め具又は延長部８６、８８は縁部７３、７４から外殻部材２０、４０の一般面に全般
的に垂直な方向へ延長する。
【００３７】
各々の外殻部材にはまたつまみ部やフランジ２５、４５があることもある。これらのつま
み部やフランジは縁部７３、７４の一部から外殻部材２０、４０の一般面に全般的に垂直
であるが、放射状止め具や延長部８６、８８とは全般的に反対の方向へ延長する。これら
のつまみ部やフランジ２５、４５は円板空間内の長期的遊走と共に破局的後方圧出、また
結果として起こる脊髄その他の神経又は血管構造の損傷の防止を助ける。挿入留め具２５
、４５は挿入具（図示を省く）を取り外し可能に結合することのできる開口２６、４６を
含むこともある。挿入具は一般に柔軟性のフォークを含み開口２６、４６と取り外し可能
に結合する。この挿入具はまた一般にインプラントが椎間空間に正しく位置づけられた後
でその側方を押して開口２６、４６を器具のフォークから取り外すことのできる結合取り
外しブロックを含む。外殻部材は随意の好適な生体適合性剛性物質から作ることができる
。好ましい実施例によれば、外殻部材はチタニウム合金から作られ、そのチタニウム合金
がＡＳＴＭ　Ｆ－１３６であることが最も好ましい。しかし、ビードの被覆層２２、４２
はＡＳＴＭ　Ｆ－６７の純チタニウムでできていることが好ましい。
【００３８】
図７に最も良く示されるように、中心部材６０はドーナツ型の構造であり、凸面の上部接
触面９４と、凸面の下部接触面９６と、中心の軸方向開口９８を含むことが好ましい。ま
た、中心部材６０は上肩部９２と下肩部９０を含むことが好ましい。各々の肩部９０、９
２は中心部材６０の周囲に延長する堤部を定義する中心部材の表面にへこみを有する。
【００３９】
中心部材６０は変形可能で弾力性であり、内部領域より硬い表面領域を有する物質ででき
ている。これによって、中心部材は十分に変形可能で弾力性を有し、インプラントが、十
分な耐久性及び抗消耗性を提供する一方、抗圧縮性及び止め具を提供するように効果的に
機能できるようになる。また、中心部材の物質は、中心部材と対向する硬い外殻部材の間
の摩擦を低減するために非常にすべすべした表面を有する。
【００４０】
中心部材の構成に使われる物質は典型的に僅かにエラストマー系の生体適合性高分子物質
であり、上述のように表面の硬さや潤滑性又はその両方を増大するために被覆又は含浸さ
れよう。被覆はディップコーティングのような随意の好適な技法で行なえばよく、被覆液
は下記に中心部材のために記述したもの等の重合体を一つ又はそれ以上含むこともある。
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被覆用重合体は中心部材の形成に使われる重合体と同じであってもよいし、異なるもので
もよい。また、中心部材に使われるものとは異なるジュロメターのものであるかも知れな
い。典型的な被覆層の厚さは約１ミル以上であり、より特定すれば、約２ミルから約５ミ
ルの間である。好適な物質の例として、ポリカーボネートやクロノタンＰ７５Ａ又はＰ５
５Ｄ（Ｐ－ｅｔｈ－ＰＵ芳香族、ＣＴ生体材料）等のポリエーテル等のポリウレタン、ク
ロノフレックスＣ５５Ｄ、Ｃ－６５Ｄ、Ｃ８０Ａ、又はＣ９３Ａ（ＰＣ－ＰＵ芳香族、Ｃ
Ｔ生体材料）、エラスト－エオンＩＩ８０Ａ（Ｓｉ－ＰＵ芳香族、エラストメディック）
、バイオネート５５Ｄ／Ｓ又は８０Ａ－８０Ａ／Ｓ（Ｓ－ＳＭＥ、ＰＴＧを有するＰＣ－
ＰＵ芳香族）、カーボシル－１０　９０Ａ（ＰＣ－Ｓｉ－ＰＵ芳香族、ＰＴＧ）、テコタ
ンＴＴ－１０５５Ｄ又はＴＴ－１０６５Ｄ（Ｐ－ｅｔｈ－ＰＵ芳香族、テルメディックス
）、テコフレックスＥＧ－９３Ａ（Ｐ－ｅｔｈ－ＰＵ脂肪族、テルメディックス）、及び
カーボタンＰＣ３５８５Ａ又はＰＣ３５５５Ｄ（ＰＣ－ＰＵ脂肪族、テルメディックス）
がある。
【００４１】
本発明の好ましい実施例の最後の主要な構成要素は覆い部材７０である。図７に示すよう
に、覆い部材７０は管状構造で柔軟性物質からできている。覆い部材の作成に使われる物
質は典型的に分節ポリウレタンのように生体適合性で弾性であり、約５ミルから約３０ミ
ル、より特定すれば約１０ミルから１１ミルの厚さを有する。好適な物質の例として、Ｂ
ＩＯＳＰＡＮ－Ｓ（表面修飾端基を有する芳香族ポリエーテルウレタン尿素、ポリマーテ
クノロジーグループ）、ＣＨＲＯＮＯＦＬＥＸ　ＡＲ／ＬＴ（低粘着特性を有する芳香族
ポリカーボネートポリウレタン、カーディオテックインターナショナル）、ＣＨＲＯＮＯ
ＴＨＡＮＥ　Ｂ（芳香族ポリエーテルポリウレタン、カーディオテックインターナショナ
ル）、ＣＡＲＢＯＴＨＡＮＥ　ＰＣ（脂肪族ポリカーボネートポリウレタン、テルメディ
ックス）がある。
【００４２】
上述のように、本発明のこの好ましい実施例の主要な構成要素の種々の幾何学的特徴が協
働して構成要素を合わせて一個の構造としている。全般的に、覆い部材７０の端部が外殻
部材に取り付けられ、中心部材６０は外殻部材２０、４０と覆い部材７０の間に被包され
ている。より具体的には、図６を参照すると、柔軟性の覆い部材７０の縁部は外殻部材２
０、４０の外周溝部８２、８４を覆うことができる。保持輪７１、７２がその後覆い部材
７０の縁部上から周囲の溝部内に配置され、よって柔軟性の覆い部材を正しい位置に保持
し外殻部材に取り付ける。保持輪の材料としては随意の生体適合性物質を使うことができ
るが、チタニウム又はチタニウム合金が特に好適であることが知られている。保持輪は、
例えば保持輪の端部の間の重なり領域を溶接する等によって正しい位置に固定されること
が好ましい。チタニウムやチタニウム合金の溶接に高温が必要なこと、また溶接領域が柔
軟性の覆い部材７０及び中心部材６０の双方に近接することのために、レーザー溶接が典
型的に使われる。
【００４３】
又上述のように、本発明の好ましい実施例の主要構成要素の種々の幾何学的特徴は協働し
て装置の重要な機能的特徴を定義する。これらの特徴には主に、装置によって提供される
運動の運動学の定義、中心部材６０の圧出の防止、装置内部への組み立て後のアクセスの
提供、装置の挿入用の取付機構の提供、及びインプラント空洞への潤滑剤の挿入用の口部
の提供がある。
【００４４】
人工器官によって提供される運動の運動学は主に中心部材６０と外殻部材２０、４０の幾
何学的相互作用によって定義される。中心部材は覆い部材及び外殻部材内に被包されてい
るが、これらの構成要素に付着しているわけではない。したがって、中心部材６０は囲ま
れた構造内で自由に動き、幾何学的制限によってのみ束縛される。図６に最も的確に示さ
れるように、外殻部材２０，４０の内面２１、４１の凹面形状が中心部材６０の凸面９４
、９６を補足する。外殻部材２０、４０が凸面９４、９６を滑って行くにつれて外殻部材
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２０、４０の中心部材６０に相対的な束縛されない平行移動的、屈曲的、又は延長的運動
が達成される。望ましい運動範囲限界に達すると、外殻部材２０，４０の延長部８６、８
８が中心部材の肩部９０、９２に接触するように設計されている。具体的には、延長部の
内部が許容運動範囲の端部において中心部材の肩部９０、９２に接触することによって中
心部材６０に相対的な外殻部材２０、４０の運動範囲を制限する周囲隆起部を形成する。
実際の脊椎関節においては、この作用は約１０°の関節屈曲・延長、約１１°の側方屈曲
、及び・又は約２ｍｍから３ｍｍの平行移動で起こる。
【００４５】
上述のように、この発明の一実施例において、外殻部材は凹凸状であり、内面が変形可能
な弾力性の中心部材の外側の凸面と合わせて接合されている。インプラントはまた保持輪
によって外殻部材の縁部に固定されている覆い部材又は袖部を有し、これは外殻部材の内
面と共にインプラントの空洞を形成する。この実施例の特定の側面において、インプラン
トの幾何学的中心が原点に位置し、ｘ軸をインプラントの前方（正）及び後方（負）面と
し、y軸をインプラントの右（正）及び左（負）面とし、ｚ軸をインプラントの頭方（正
）及び尾方（負）とした座標系を使うと、外面の凸部と内面の凹部は二次曲面として表す
ことができ、
【００４６】
【数２】

【００４７】
となる。但し、（±ａ、０、０）、（０、±ｂ、０）及び（０、０、±ｃ）は座標面のｘ
、ｙ及びｚ切片をそれぞれ表す。ａ、ｂ及びｃの典型的な値はそれぞれ１１ｍｍ、３０ｍ
ｍ及び１０ｍｍである。
【００４８】
インプラントはｘ－ｙ座標面に関して対称であり、平板空間の左右の中心に移植されるよ
うに意図されているが、前後方向においては必ずしも中心調整がなされていない。いずれ
にしても、インプラントが椎体の後縁を越えて後方に突き出ることは許容されない。
【００４９】
上述のように、幾何学的特徴はまた中心部材６０の圧出を防止する役割も果たす。特に、
これは外殻部材２０、４０と中心部材６０との幾何学的相互作用によって達成される。外
殻部材２０、４０にはまた内面２１、４１から中心部材６０内の中心軸方向開口９８内ま
で軸方向に延長する中心保持支柱部２７，４７があり、中心部材６０が極端な屈曲や延長
中に圧出されるのを抑止している。中心軸方向開口９８の直径は中心保持支柱部２７、４
７の直径よりやや大きい。上述の座標系において、保持支柱部の中心軸は典型的にｚ軸と
同軸であるが、種々の臨床状況に適応するために僅かに移動することもある。支柱部の形
状は随意の二次曲面となろう。先細の楕円錐台が特に好適な幾何学形状である。同様に、
中心部材の中心軸方向開口の幾何学は保持支柱部の幾何学に対応し、同様の幾何学形状を
有する。
【００５０】
また上述のように、外殻部材は、例えば外殻部材の縁部の周囲に、内面に形成された延長
部又は壁部を含み、これらは変形可能な弾力性の中心部材の方向へ延長している。この延
長部又は壁部は、延長部が中心部材の表面に形成された肩部と接触するときに、つまりイ
ンプラントのせん断荷重時に、外殻部材に関する変形可能な弾力性中心部材の平行移動許
容範囲を制限する。延長部又は壁部の高さは、好ましい屈曲・延長及び左右の側方屈曲運
動の全範囲が許容されるように、約２．５ｍｍ以下とするべきである。
【００５１】
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弾力性で変形可能な中心部材は外殻部材の内面の数式と類似した数式で表現される面を含
み、これらの面はそれらの内面と接合する。同一の対向する外殻部材が使われれば、中心
部材は対称平面を有する。上述のように、中心部材はまた、患者が設計範囲の屈曲・延長
又は側方屈曲以上の運動となるような極度の活動に参加した場合に、「柔軟な止め具」の
役割を果たす赤道縁を有する。このような場合、中心部材は中心軸方向開口の内面に保持
支柱部が接触するまで平行移動していることとなり、延長部又は壁部が中心部材の肩部に
接触していることとなる。壁部・肩部の接触の反対側で、外殻部材の縁部がかなり近寄っ
ているが、中心部材の赤道縁との接触によってお互いに接触することはない。望むなら、
前記赤道縁の厚さを変化させて運動範囲をより一層制限してもよい。
【００５２】
本発明のこの好ましい実施例の別な重要な特徴は単一の構造に組み立てられた後に装置の
内部にアクセスする手段を提供することである。この手段は外殻部材２０，４０に含まれ
る中心軸方向開口からなる。典型的に、この開口は中心保持支柱部２７、４７を通して提
供される。装置内部へのアクセスができるので、装置の移植のすぐ前に消毒することがで
きる。消毒は酸化エチレン表面滅菌剤の導入を伴うことが好ましい。放射線照射消毒を使
う場合は、特に覆い部材や中心部材がポリウレタンを含む場合、覆い部材や中心部材内の
高分子物質の劣化が起こる可能性があるので、注意すべきである。
【００５３】
消毒後、中心開口は栓部材２８、４８を使って封止してよい。最初は栓部材を一つだけ挿
入することが好ましい。この栓部材は図５に示す挿入具を使って挿入するが、この挿入具
は柄部１０１と取り外し可能な統合された栓部材２８、４８を含む。この挿入具は、栓部
材の挿入中に所定のトルクに達したときに栓部材２８、４８が挿入具から外れるように設
計されている。挿入具はその後捨ててしまえばよい。
【００５４】
第一の栓部材が第一の外殻部材に挿入された後、第二の栓部材を挿入する前に潤滑剤８０
を装置内に導入することが好ましい。これをするために、シリンジを使って潤滑剤を残り
の中心開口に導入し、インプラントは余分な空気を除去するために僅かに圧縮される。別
な挿入具１００をその後使って栓部材をその中心開口に挿入し、よって装置の内部を外部
環境から完全に封止する。本発明の好ましい実施例によれば、潤滑剤８０は生理的食塩水
である。しかし、ヒアルロン酸、ミネラルオイル等の他の潤滑剤を使うこともできる。
【００５５】
２つの外殻部材２０、４０は形状及び組成において実質上同一であるが、当業者は、異な
る大きさ（厚さを含む）、形状又は物質の外殻部材を、例えば患者の解剖学的構造により
良く合わせるために、使うことが可能であることを、又このようにすることが本発明の精
神及び範囲から逸脱しないことを理解するであろう。
【００５６】
変形可能で弾力性の中心部材は上述のようにまた図示の用に対向する外殻部材の間に配置
される。その上面及び下面は外殻部材の上部及び下部と接合し、外殻部材の幾何学に近似
した幾何学形状を有する。
【００５７】
インプラントの種々の実施例の運動学が図８、図９、図１０及び図１１に示される。図８
Ａは中空の中心保持支柱部を有し側方屈曲しているインプラントの平面図を示す。側方屈
曲範囲は図８ＡのＡ－Ａ線に沿った断面図を示す図８Ｂに示すように約１１°に制限され
ている。外殻部材の壁部又は延長部８６、８８が中心部材の肩部９０、９２に接触するこ
とによって運動範囲を望ましい範囲に制限している。中心保持支柱部２７、４７もまた中
心部材の中心軸方向開口に接触することによって運動範囲の制限に貢献していることもあ
る。図９Ａに、図８に示された型のインプラントが側方平行移動しているときの平面図を
示す。図９ＢはＧ－Ｇ線に沿った断面図を示す。ここでも又、外殻部材の壁部又は延長部
８６、８８と中心部材の肩部９０、９２との接触が運動範囲を望ましい範囲に制限し、中
心保持支柱部２７、４７もまた貢献していることもある。図１０と図１１は同様の平面図
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及び断面図（それぞれＨ－Ｈ線及びＩ－Ｉ線に沿う）で、インプラントの異なる（中空の
中心保持支柱部を持たない）実施例の、側方屈曲（図１０）及び側方平行移動（図１１）
を示す。それぞれの例において、運動範囲は外殻部材の壁部又は延長部８６、８８と中心
部材の肩部９０、９２の間の接触によって制限される。
【００５８】
上述のように、インプラントは２つの隣接する椎体の間に挿入された内部人工器官として
使われることが望ましい。インプラントは後方又は前方進入路で導入することができる。
頚部移植には前方進入路が好ましい。移植処置は脊椎融合に代わるものとしての椎間板切
除の後で行なわれる。特定の患者に適したインプラントの大きさや、椎間空間におけるイ
ンプラントの適正な位置の決定及び移植は、参照として内容が全てここに組み入れられて
いる２００１年２月１３日付けで共同申請した米国通し番号０９／７８３，８６０号、代
理人処理予定番号４６７３９／２５０５６３号に記述された手法や処置のような正確定位
技法、装置及び処置を使って実施されることが望ましい。もちろん、非定位技法を用いる
こともできる。いずれにしても、椎間板切除を使って退化、疾患した平板物質を除去し、
椎間空間へアクセスできるようにする。このアクセスを使って、参照として内容が全てこ
こに組み入れられている米国通し番号０８／９４４，２３４号に記述されている型の横行
切削装置のために椎間空間へのアクセスを提供することによって、バーや他の適切な装置
を使って椎体の一部を除去することができる。この切削装置は、（ａ）インプラントの外
面を補足し、（ｂ）露出した海綿状の骨部を含む、表面を有する挿入空洞を作るために椎
間空間を一部定義する上椎体及び下椎体の表面を切削するために使われる。これによって
急性期中にインプラントに限られた運動で好適合を与え、よって線維組織形成の機会を制
限し、骨性内殖が起こりやすくなり、よって長期的安定性が増加する。
【００５９】
本発明をその特定の実施例に関して上述した。当業者は、これらの特定な実施例からの本
発明の精神内における変形が特許請求の範囲に入り、同等であることを、理解するであろ
う。
【００６０】
【発明の効果】
この発明の外科用インプラントは、平板又は外殻部材の粗面化された外面及びそれらの幾
何学的形状によって十分な摩擦力が供給されインプラントが関節を形成する骨の表面にお
いて適正な位置からすべらないようになっているため、優れた安定性を提供する。その上
、外面と骨の準備された表面の幾何学が協働し、インプラントを骨表面の間に保持する。
対向する硬い平板又は外殻部材の平滑な内面は変形可能で弾力性の中心部材の平滑な表面
と協働し接合するように形成されており、受容可能な運動の限界に達するまで弾力性の中
心部材に関して平板又は外殻部材が比較的制約されない運動をできるようになっている。
運動の許容限界に達すると、平板又は外殻部材の内面の形状が変形可能で弾力性の中心部
材の形状と協働してその望む運動以上の動きに有効に抑制する。このようにして、インプ
ラントを保持する関節の運動が健康な関節の提供する運動に近似し、関節や骨構造にかか
る、又は脊椎移植の場合は隣接する関節にもかかる、好ましくないストレスを和らげる。
よって、隣接する関節のより一層の関節退化の起こる可能性が少なくなる。
【図面の簡単な説明】
この発明は、その特定な実施例を示す次の図面を参照することによってより明らかに理解
されよう。これらの実施例は特許請求の範囲をなんら制限するためのものではない。
【図１】　この発明の特定な実施例の椎間内部人工器官の透視図である。
【図２】　図１に示す椎間内部人工器官の立面図である。
【図３】　図1及び図２に示す椎間内部人工器官の上面図である。
【図４】　図1、図２及び図３に示す椎間内部人工器官の等尺断面図である。
【図５】　インプラント栓部材及び栓部材を椎間内部人工器官に挿入するために使われる
栓部材取り付け具の平面図である。
【図６】　図１から図４に示された椎間内部人工器官の部分断面図である。
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【図７】　図1から図４及び図６に示された椎間内部人工器官の分解透視図である。
【図８】　この発明の椎間内部人工器官の側方曲折を実施している実施例の平面図（Ａ）
及び部分断面図（Ｂ）である。
【図９】　この発明の椎間内部人工器官の平行移動を実施している実施例の平面図（Ａ）
及び部分断面図（Ｂ）である。
【図１０】　この発明の椎間内部人工器官の側方曲折を実施している実施例の平面図（Ａ
）及び部分断面図（Ｂ）である。
【図１１】　この発明の椎間内部人工器官の平行移動を実施している実施例の平面図（Ａ
）及び部分断面図（Ｂ）である。

【図１】

【図２】

【図３】
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【図４】 【図５】

【図６】

【図７】 【図８】
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【図９】 【図１０】

【図１１】
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